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日本における男子年齢別出生率の特徴↑
松 下 敬一郎
要 約
本論では、 日本における男子年齢別出生率について、第1にその時系列・コーホート
別にみた特徴を女子のそれと比較し、第2に男女別年齢別出生率間の線形モデルの回帰
分析からえられる特徴を示し、第3に、経済変数を説明変数とする回帰分析からえられ
る男子年齢別出生率の特徴を示した。経済変数を説明変数とする回帰分析からは、経済
理論から予想される経済変数の影響の正負についてほぼ肯定的な結果がえられた。
キーワード：男子出生力；出生パターン；計量分析
経済学文献季報分類番号：02-33；14-22
はじめに
年齢別出生率は年齢別に出生力を示す指標であり、一般には女子人口についてその統計指
標が公表されている。男子の年齢別出生率については、男子人口の年齢別出生数が嫡出出生
数として公表されている年次が女子人口のそれと比較して限られているため、計量経済学的
な分析の対象となることはなかった。通常、女子人口の出生力が人口学の対象となることも
その一因であったと考えられる。
一方、家計調査などの世帯に関する統計についてみると、世帯主が主に男子であることか
ら、世帯主年齢別の統計データには男子年齢別出生率が対応する。したがって、分析のため
に用いるデータに制約があるものの、男子年齢別出生率を従属変数とし、それに対応する年
齢別経済統計データを独立変数とする計量分析を試みることは可能である。
本論では、戦後日本における女子人口の年齢別出生率の基本的な特徴を確認した後、男子
年齢別出生率の特徴を述べ、両者の関係についての回帰分析結果を示し、経済変数が男子年
齢別出生率に与える影響についての回帰分析結果を示している。
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1 年齢別出生率の変化
ここでは、 まず女子人口の年齢別出生率の推移について確認し、次いで男子人口の出生率
の推移にみられる特徴を示す。
1－1 1947年以後の女子年齢別期間出生率の推移(時系列的変化）
図lには1947年から2006年までの女子年齢別出生率の推移が示されている。このグラフは
次のような特徴をもつ。第1に、戦後のベビーブームが終わると、1950年から1957年まです
べての年齢層について年齢別出生率は急速に低下する。
第2に、25-29歳の年齢別出生率については、戦後の急激な低下が1958年から増加に転じ
ている。これは、ベビーブーム世代が出生時期を迎えるかなり以前であることから、ベビー
ブームコーホートの出生力エコーではない。 「戦中」世代の相対的に低い生活水準が「嗜好」
を形成したと想定することも可能である。 しかし、 25-29歳についてのみ出生率の増加がみ
られるものの、出生コーホート別既往出生児数に顕著な増加がみられないことから、この想
定も否定きれる。 したがって、 15-19歳および20-24歳の年齢別出生率が低下したことにとも
ない、出生の需要を満たすための供給の調整が25-29歳の年齢別出生率の増加になって顕在
化したと考えられる。大谷(1993)が指摘するようなカンタムおよびテンポの2つの要素か
らみるならば、低下傾向にあって大きくその傾向を変化させないカンタム要因に対して、テ
ンポ要因に大きな変化がみられることが指摘される。いいかえれば、全体的な出生力の低下
と、 20-24歳における出生のタイミングが25-29歳に推移することにより、この変化がもたら
されたものと考えられる。25-29歳ほど顕著ではないが、30-34歳についても1962年から1974
年までやや増加する傾向がみられる。
第3に、 1966年のヒノエウマの年に出生率の大きな低下がみられる。合計出生率は1.58
まで低下した。 1965年を基準に1966年の年齢別出生率の低下率を計算すると、25-29歳が
28.89％、30-34歳が28.23％であるのに対し、20-24歳は19.20%となっている。一方、1967年
を基準に1966年の低下率を計算すると25-29歳が33.49%、0-34歳が32.06%であるのに対し、
20-24歳は16.54%となっている｡20-24歳の出生率の1966年から1967年の変化は、1967年を基
準とすると、 25-29歳および30-34歳と比較するとほぼ半分の変化率となっている。年齢別出
生率の変化からみる限り、 ヒノエウマが20-24歳人口に与える影響は25-34歳人口よりも小さ
かったことになる。25-34歳以外の年齢階級において出生する人口の中で、文化的な影響を
受ける人口の割合の小さかったことが考えられる。
第4に、20-29歳の年齢別出生率はその後も1975年ごろから低下する。25-29歳については
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1985年から急速な出生率の低下がみられる｡20-24歳については約10年前の1974年から急速
な出生率の低下が始まり、 1990年代になるとそれは終息に向かい、緩慢な低下傾向を示すよ
うになっている。
第5に、20-29歳の年齢別出生率の低下に呼応するように、30-39歳の年齢別出生率が増加
している。30-34歳についてみると、それは1983年から増加し、1990年代後半には減少に転
じている。全体的な出生力の低下にもかかわらず晩産化の影響を受けてそれは一時的に上昇
し、その後に減少に転じるものの、 2000年代において1970年代後半よりもやや高い出生率を
維持している。35-39歳についてみると、それは1987年から増加している。2006年において
は20-24歳よりも高い出生率を示し、1957年頃の水準となっている。
図1 女子年齢5歳階級別出生率（1947-2006年）
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1－2 1947年以後の女子年齢別期間出生率のコーホート的変化の考察
図2は、図lに示されている年齢5歳区分の年齢別出生率のグラフをそれぞれの年齢区分
に応じて5歳ずつ右方にシフトさせ、横軸に対応する15-19歳の年次を示している。特定の
年次についてy-座標をみると、該当する年次に15-19歳に達している5年間の出生コーホー
トが異なる年齢区分において経験する年齢別出生率が示されている。このグラフは次のよう
な特徴をもつ。第1に、戦後の年齢別出生力の低下は期間的な変化で、すべてのコーホート
が出生率の低下を同時期に経験している。グラフ上では、 5歳年上のコーホートの出生率の
低下が5年前に始まっている。
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第2に、 ヒノエウマの影響も期間的な変化である。 5歳階級別の出生率の変化からみる限
りでは他の年齢階級に顕著な影響を与えるような出生率の変化はみられない。
第3に、その後、20-24歳の出生率の低下が始まるのは1950-55年出生のコーホート(1970
年)からで､25-29歳の出生率の低下が始まるのはそれよりも5年後の出生コーホート(1975年）
からである。20歳代前半の出生率の低下は1950-55年から1960-65年出生のコーホートに顕著
にみられる。その後の動向は前述したように緩'曼な低下を示すようになっている。20歳代後
半の出生率の低下は1955-60年出生以後のコーホートについて顕著にみられる。
第4に、30-34歳の年齢別出生率は1942-47年出生コーホート(1962年）から増加をはじめ、
1948-53年以後の出生コーホート(1973年以後）については20-24歳の年齢別出生率を上回る
ようになる。 1958-63年以後の出生コーホート(1983年以後）では30-34歳の年齢別出生率が
やや低下する傾向を示すが、 1975-80年以後の出生コーホート(1995年以後）については急速
に低下する25-29歳の年齢別出生率と大小が逆転する可能性を指摘することができる。
第5に、35-39歳の年齢別出生率は30-34歳と同様に1942-47年出生コーホート(1962年）か
ら増加をはじめている。今後も同様の増加が続くと仮定すると、 1965-70年以後の出生コー
ホート (1990年以後）については20-24歳の年齢別出生率と大小が逆転する。1975年以後に出
生したコーホートについては、30歳代の年齢別出生率のほうが20歳代のそれよりも高くなる
ことが予想きれる。
図2女子年齢5歳階級別出生率（出生コーホート比較）
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5歳区分データの出生コーホートが15-19歳になったときの年次
74
日本における男子年齢別出生率の特徴（松下） 319
戦前の出生コーホートについては戦後の出生力の低下とともに全年齢階級について年齢別
出生率が低下し、その後の出生タイミングの調整時期にヒノエウマが重なっている。戦後の
出生コーホートついては30歳代の年齢別出生率の増加がまずみられ、その後20歳代の年齢別
出生率が急速に低下する。その後の調整時期においては30歳代前半の出生率が少し低下をは
じめ、20歳代前半の出生率の低下が減速することを図2は示している。
1－3女子年齢別コーホート出生力のプロフィール
図3は5年間隔の出生コーホートについて年齢別出生率のパターンを示している。第1に、
戦後のデータからえられる15-19歳の年齢別出生率はどの出生コーホートについても低い。
第2に､20-24歳の年齢別出生率は低下している｡第3に､20-24歳の出生率の低下にともない、
一時的に25-29歳の出生率が増加している。第4に､その後25-29歳の出生率も低下している。
第5に、 1922年以前の出生コーホートについてはデータが途中で破断しているが、高い出生
力のプロフィールを示している。とくに、30歳代および40歳代前半の出生率がかなり高い。
この高齢出産は劇的に減少している。第6に、最近の出生コーホートについては30-34歳お
よび35-39歳の年齢別出生率が増加している。
図3女子の年齢別コーホート出生力のプロフィール
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1-41960年以後の男子年齢別期間出生率の推移(時系列的変化）
男子の年齢別出生率を算出するためには、父親の年齢別に集計された出生数の統計資料を
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用いる必要がある｡この父親の年齢別出生数は限られた年次についてしか公表きれていない。
本論で用いるデータは、 『人口動態統計年報』に掲載されている1960年、1963-1967年、およ
(F1975-2005年に限られる。出生率を計算するためには男子年齢別年央人口を用いることが
望ましいが、本論では資料の制約から10月1日人口を用いている!)。
図4は父親の年齢が不詳となる非嫡出出生割合の推移を示している。1960年のl.22%から
1978年には0.77%まで減少するが､その後は増加に転じ、2005年には2.03%まで増加している。
しかし、 1925年の7.26%と比較するとそれはかなり低い数値となっている。本論では年齢不
詳の出生に関して出生率の補正を加えることはしていない。したがって、男子年齢別出生率
の分析には、年齢不詳を補正しないことによる誤差が含まれるが、そのプロフイールに大き
な影響を与えるような誤差の大きさではないと思われる。
図4非嫡出出生割合の推移（％）
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図5に示されている1960年以後の男子年齢別出生率の推移について次のような特徴を指摘
することができる。第1に、1960年代および1970年代において、25-29歳と30-34歳の年齢別
出生率はほぼ同じ水準で推移している。ヒノエウマの翌年以後、両者とも低下している。
第2に、25-29歳の出生率は1980年代においても低下を続けるが、30-34歳の年齢別出生率
は1980年代にいったん低下が収まるため、1982年以後は30-34歳の出生率のほうが25-29歳の
年齢別出生率よりも高くなる。男子についても女子と同様に出生時年齢の上昇がみられる。
第3に、女子の場合と同様に、 ヒノエウマの年には年齢別出生率の低下がみられる。
25-39歳についてはその低下率に大きな差はみられない。前後の年の平均との差は、25-29歳
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は26.48％、30-34歳は32.04％、35-39歳は28.71%であり、30-34歳がやや他を上回っている程
度である。それと比較すると、 20-24歳は11.99%、40-44歳は18.83%と低く、両端の年齢層で
は文化的な影響をそれほど強く受けていない。
第4に、35-44歳の年齢別出生率は1981年以後ゆるやかな増加を示している。それは30-39
歳女子の年齢別出生率の推移と呼応している。35-39歳については1996年以後、低下に転じ
ている。
図5男子年齢5歳階級別出生率（1960-2005年）
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1－51960年以後の男子年齢別期間出生率のコーホート的変化の考察
ここで再び年齢別出生率のグラフを縦軸の数値が出生コーホートに対応するようにシフト
させ、男子年齢別期間出生率のコーホート的変化について考察しよう。図6は、図5に示さ
れている年齢5歳区分の年齢別出生率のグラフをそれぞれの年齢区分に応じて5歳ずつ左右
にシフトさせ、横軸に対応する15-19歳の年次を示している。最も出生力の高い25-34歳の出
生率が低下し、それにともなって出生のタイミングが調整されていることがわかる。
第1に、 1935-40年以後の出生コーホート(1955年以後）については、25-29歳および30-34
歳の出生率が低下している。その一方で、40-44歳の出生率は増加している。また、35-39歳
についてもその6年後の出生コーホートから出生率が増加している｡1958-63年出生コーホー
ト以後（1978年以後）は35-39歳の出生率は再び減少に転じる。35-39歳の出生率は20-24歳の
それよりも高く、40-44歳のそれは20-24歳よりも低い。図5および図6に明らかに示されて
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いるように、男子については25-29歳および30-34歳の出生率の低下が他の年齢層に比べて顕
著である。
第2に、 ヒノエウマの影響は期間的に大きな変化をもたらしているが、同じ出生コーホー
ト内の他の年齢層の出生率にはほとんど影響を与えていない。
第3に、30-34歳の年齢別出生率は1950-55年出生コーホート(1970年）以後に25-29歳のそ
れを上回るようになる。25-29歳の出生率が減少することに対応して30-34歳の出生率も減少
するものの相対的に高くなっている。これらの変化が図7に示す出生率の年齢プロフィール
に反映されている。
図6男子年齢5歳階級別出生率（出生コーホート比較）
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1－6男子年齢別コーホート出生力のプロフィール
図7は5年間隔の出生コーホートについて年齢別出生率のパターンを示している。第1
に、戦後のデータからえられる15-19歳の年齢別出生率はどの出生コーホートについても低
い。第2に、20-24歳の年齢別出生率は1950-55年の出生コーホート（1970年）について増加
がみられるがその後低下している｡第3に､25-29歳については1935-40年以後の出生コーホー
ト(1955年以後）について年齢別出生率が低下している。その低下の幅は他の年齢層よりも
大きい。第4に、30-34歳については1930-35年以後の出生コーホート(1950年以後）につい
て低下がみられる。その低下の幅も半減を少し上回るほどの大きさであるが、25-29歳より
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も小さい。その結果､25-29歳と30-34歳との間で右下がりであったパターン(1955年､1960年、
1965年)は1955-60年以後の出生コーホート(1975年以後)については右上がりになっている。
第5に、35-39歳および40-44歳については、図6でみたように、年齢別出生率が低下した後
に増加している。35-39歳についてはその後ふたたび減少している。年齢別コーホート出生
率のパターンは全体としては下方にそしてやや右方にシフトしている。
図7男子の年齢別コーホート出生力のプロフィール
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2男子年齢別出生率と女子年齢別出生率との間の統計的連関
一般に、女子の年齢別出生率と男子のそれとは密接な関係にあり、母親と父親との年齢の
組み合わせと年齢別出生率のパターンに依存する。ここでは両者の数理的な関係ではなく、
その統計的な関係についてみる。
母親の出生年齢とその時の父親の年齢との間には強い相関が想定される。それは夫婦の結婚
年齢の間に強い正の相関が存在することとほぼ同義である。したがって、マクロ指標である年
齢5歳階級別出生率についても男女間に相関関係が存在することが想定きれる。ここではまず、
女子年齢別出生率を年齢階級ごとに男子年齢別出生率によって説明する回帰分析結果を示す。
次いで、その反対に、男子年齢別出生率を年齢階級ごとに女子年齢別出生率によって説明す
る回帰分析結果を示す｡特定の年齢層について男女双方に重相関係数の高いことが示される。
79
関西大学『経済論集』第58巻第4号（2009年3月）324
2－1 男子年齢別出生率を説明変数とする女子年齢別出生率の回帰分析
表lには、男子年齢別出生率の組み合わせによってどの程度まで女子年齢別出生率を説明
することができるかを、最小二乗法により回帰分析をした結果が示されている2)。分析に用
いたデータは1960年、1963-67年、および1975-2005年である。
20-24歳の女子年齢別出生率(F20-24)は、20-24歳の男子年齢別出生率(m20-24)および
25-29歳の男子年齢別出生率(m25-29)と密接に関連している。回帰1はm20-24を説明変
数とする単回帰である。m20-24の回帰係数は5.059と高く、モデルの設定に誤りがあると
考えられる。回帰2に示すように、説明変数にm25-29を加えると、回帰係数はm20-24が
l.156，m25-29が0.666となり、修正済みの回帰の決定係数は0.986となる。これは、F20-24
とm20-24およびm25-29との間に非常に強い重相関関係があることを示している。
25-29歳の女子年齢別出生率(F25-29)は、主にm25-29によって説明される。回帰3にお
いて、m25-29の回帰係数は1.060で修正済みの回帰の決定係数は0.842である。このことは、
F25-29とm25-29とはほぼ線形関係にあることを示している。実際には出生のパターンが変
化しているため、分散の84％を説明するにとどまっている。回帰4に示すように、30-34歳の
男子年齢別出生率(m30-34)を説明変数に加えると、修正済みの回帰の決定係数はわずか
に.011増えて.853になっている。回帰係数はm25-29が0.625,m30-34が0.622で、t-統計量は
それぞれ2.58とl88である｡m25-29のt-統計量は､m30-34を説明変数に追加することにより、
13.89から2.58へと小さくなっている。
30-34歳の女子年齢別出生率(F30-34)は、m30-34とまったく対応していない。回帰5に
示きれているように、回帰係数は-0.139で負の推定値となり、修正済みの回帰の決定係数も
0.104と低い。年齢別出生率のパターンが変化している影響を強く受けており、明らかに回
帰モデルの設定に誤りがあると考えられる。確かに、図lにおいて30-34歳の女子年齢別出
生率は1960年以後についてやや増加しており、図5において30-34歳の男子年齢別出生率は
減少している。回帰6に示すように35-39歳の男子年齢別出生率(m35-39)を説明変数に加
えると、修正済みの回帰の決定係数は0.744に増加する一方、m30-34の回帰係数は負値のま
まであるがその絶対値はやや小さく-0.126となり、m35-39の回帰係数は1.383である。年齢
別出生率のパターンの変化のため、m30-34は過小に、m35-39は過大に推定されたと考えら
れる。
以上から、F20-24およびF30-34については、トレンドに大きな変化がみられない限りに
おいて、男子の年齢別出生率の単純な線形回帰モデルでも十分にフィットしていることがわ
かった。しかし、 より一般的には、年齢別出生率のパターンの変化を内生化した男子年齢別
出生率と女子年別出生率の数理的なモデルを基礎とする説明モデルが必要とされる。
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表1 女子年別出生率の回帰分析結果
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括弧内はt-統計量の絶対値を示す。
2－2女子年齢別出生率を説明変数とする男子年齢別出生率の回帰分析
男子年齢別出生率についても女子年齢別出生率を説明変数として同様の回帰分析をするこ
とが可能で、その結果は表2に示されている。25-29歳および30-34歳の男子年齢別出生率に
ついては、女子の年齢別出生率の線形回帰モデルがよくあてはまる。
20-24歳の男子年齢別出生率(M20-24)は、回帰lで示されるように、20-24歳の女子年
齢別出生率(f20-24)を説明変数とする単回帰ではf20-24の回帰係数が0．101と小さく、修正
済みの回帰の決定係数も0.496で強い相関関係は示きれない。回帰2では説明変数に15-19
歳の女子年齢別出生率(fl5-19)を加え、回帰3では説明変数に25-29歳の女子年齢別出生
率(f25-29)をさらに追加した分析結果を示している。fl5-19の回帰係数は回帰2ではl.826、
回帰3ではl.700とlを大きく上回っている。修正済みの回帰の決定係数はそれぞれ0.600と
0.589となり、回帰1と較べ説明される分散は増加しているが、年齢別出生率のパターンの
変化により女子年齢別出生率の組み合わせによる単純な線形モデルはM20-24を十分に説明
していない。
25-29歳の男子年齢別出生率(M25-29)はf20-24と強い相関関係を示している。回帰4の
f20-24を説明変数とする単回帰に示されているとおり、修正済み回帰の決定係数は0.969で
ある。回帰係数はl.305でlよりもやや大きい。回帰5はf25-29を説明変数とする単回帰であ
るが、回帰係数は0.798、修正済みの回帰の決定係数は0.842である。回帰6に示すf20-24と
f25-29の両変数を説明変数とする回帰は、回帰係数がそれぞれl.002と0.229で、修正済みの
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F20-24
1 2
F25-29
3 4
F30-34
5 6
定数項
m20-24
m25-29
m30-34
m35-39
R2
修正済R
データ数
2
-64.94-37.26
(301） （9.98）
5.059 1.156
(6.04） （6.38）
66
(34.51)
0.510 0.986
0.496 0.986
37 37
35.76 8．66
(4.14） （0.52）
1.060 0.625
(13.89） （2.58）
0.622
(1.88）
0.846 0.861
0.842 0.853
37 37
101．44 31.20
(13.62)(3.69)
-0.139-0.126
(2.27） （3.86）
1.383
(9.42）
0.129 0.759
0.104 0.744
37 37
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回帰の決定係数も0.987となり、M25-29の分散のほとんどを説明している。回帰7に示すよ
うに、30-34歳の女子年齢別出生率(f30-34)をさらに説明変数に追加すると修正済みの回帰
の決定係数は0.993となり、ほぼ線形の関数関係が見出される。年齢別出生率のパターンが
変化しているにもかかわらず、M25-29については女子の年齢別出生率との重相関が極めて
強い。
30-34歳の男子年齢別出生率(M30-34)は、ある程度までf25-29と密接な関係にあるとい
える。回帰8に示されているとおり、f25-29を説明変数とする単回帰において回帰係数は
0.582、修正済みの回帰の決定係数は0.829である3)。回帰9にみられるように、f30-34を説
明変数とする単回帰では、その回帰係数は-0.924となっており、タイムトレンドを反映して
いる。回帰10で示すように、f25-29とf30-34を説明変数とする分析では、回帰係数はそれぞ
れ0.651と0.513、修正済みの回帰の決定係数は0.853で、かなり高い重相関を示している。線
形モデルがかなりよくフィットしているともいえるが十分ではない。回帰11、回帰12および
回帰13に示すように、説明変数をざらに追加すると回帰の決定係数は増加するが、回帰係数
の推定値は予想の範囲から外れる。回帰l1においては、35-39歳の年齢別出生率(f35-39)が
追加されているが、その回帰係数は1.738でlを大きく上回っている。回帰12はf35-39を外
してf20-24を説明変数に加えた場合、回帰13は両者を説明変数に含む場合を示しているが、
f25-29の回帰係数がそれぞれ0.279と0.117となり、f20-24およびf30-34の回帰係数がlに近い
ことと対比すると線形モデルの設定に誤りがあるものと考えられる。回帰13では、f35-39の
回帰係数が負値になる｡
35-39歳の男子年齢別出生率(M35-39)は、回帰14に示すとおり、ある程度までf30-34と
相関関係を示す。f30-34を説明変数とする単回帰では、回帰係数が0.464、修正済みの回帰の
決定係数が0.643となっているが、関数関係が想定できるほど相関が十分に強いとはいえな
い。回帰15に示すように、f35-39を説明変数とする単回帰も統計的に有意ではあるが修正済
みの回帰の決定係数は0.364と低い。両者を説明変数とする回帰16では、回帰14と比較して
修正済みの回帰の決定係数がわずかに0.010増えているが、回帰係数は両者とも小さくなっ
ている。回帰17は回帰16の説明変数にf25-29を加え、回帰18は回帰16の説明変数に40-44歳
の女子年齢別出生率(f40-44)を加え、回帰19は回帰16の説明変数に両者を加えている。回
帰17および回帰19に示されているとおり、f40-44を説明変数に加えると、f35-39の回帰係数
が負値となり、 f40-44の回帰係数はlを大きく上回る。したがって、これらの回帰モデルの
設定には誤りがある｡回帰18は一見もっともよくフィットしているが､年齢別出生率のパター
ンの変化の影響を受けているため、単純な線形モデルはM35-39を十分に説明するとはいえ
ない。
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以上から、25-29歳および30-34歳の男子年齢別出生率については、女子の年齢別出生率の
単純な線形回帰モデルでも十分にフィットしていることがわかった。夫婦の結婚年齢の決定
には、子どもの需要を含め多くの要因が働いているものと考えられるが、年齢別出生率の年
齢パターンが変化する時期にあっても男子の年齢別出生率の決定要因の分析が出生力分析の
重要な視点であることの一端が以上の分析結果からもうかがえる。
表2男子年別出生率の回帰分析結果
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M20-24
1 2 3
M25-29
4 5 6 7
定数項
fl5-19
f20-24
f25-29
f30-34
R2
修正済R
データ数
2
19.04 9．65 10.79
(16.51)(3.08) (223)
1.826 1.700
(3.17) (240)
0.101 0．128 0.136
(6.04） （7.46） （4.34）
-0.007
(0.31)
0.510 0.622 0.623
96 0600 0.589
37 37 37
24.19-11.97 9.26 -28.97
(9.05) (1.34) (3.29) (4.18)
1.305 1.002 1.129
(33.72) (19.46)(26.29)
0.798 0.229 0.209
(13.89)(6.80) (8.59)
89
(5.77）
70 0.846 0.987 0.994
0.969 0.842 0.987 0.993
37 37 37 37
M30-34
8 9 10 11 12 13
定数項
f20-24
f25-29
f30-34
f35-39
R2
修正済R
データ数
2
31.69 197.48-22.20-73.78-73.66-61.76
(4.65) (5.69) (1.03) (3.33)(10.28)(883)
0.810 0.950
(18.22)(17.37)
0.582 0.651 0.891 0279 0.117
(13.24) (13.41)(12.30)(11.04)(2.34)
-0.9240.513 0.245 1.165 1.387
(2.27) (2.61) (1.38)(16.69)(16.11)
1.738 -0.702
(400） （3.58）
0.834 0.129 0.861 0.907 0.987 0991
0.829 0.104 0.853 0.898 0.986 0.990
37 37 37 37 37 37
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括弧内はt-統計量の絶対値を示す。
3男子年齢別出生率の決定要因
ここでは、現時点において分析を進めている男子年齢別出生率を被説明変数とする回
帰分析の一端を概述する4)。表3は、男子の年齢別出生率について、経済変数と年齢のダ
ミー変数とを説明変数とする最小二乗法による回帰分析の結果を示している。被説明変数
は20-24歳、25-29歳、30-34歳、および35-39歳の男子年齢別出生率を1963-1967年、および
1975-2005年の36年間分についてプールしている。1960年については経済変数が不揃いなた
め、ここでは利用していない。
回帰lは、基礎モデルとして、年齢のダミー変数のみを説明変数とする回帰分析結果を示
している。20-24歳の男子年齢別出生率の平均は25.47%｡であり、それと比較して、25-29歳
は80.95%｡、30-34歳は92.56%｡、35-39歳は23.91%｡、その値が高くなっている。年齢のダミー
変数だけで分散の76.8％を説明している。回帰2，回帰3，および回帰4は食費に占める外
食割合と世帯員数当たり教育費の2変数について3通りの回帰モデルの推定結果を示してい
る。表3では、異なる年齢別人口に対して経済変数の影響が同じであることを仮定した推定
結果を示している。タイムトレンドの影響を受けているため、 t-統計量の値は高いが、こ
こに示す推定結果についてはさらに検討を要する5)。
子どもが正常財であると仮定すると、世帯主所得については、正の回帰係数が予想きれ、
回帰分析結果はそれを支持している。単独世帯を除く世帯主所得は『家計調査年報』から世
帯主年齢5歳階級別所得がえられる。2005年の「国勢調査報告』によると、単独世帯を除く
84
M35-39
14 15 16 17 18 19
定数項
f25-29
f30-34
f35-39
f40-44
R2
修正済R
データ数
2
10.31 38.98 12.72 0.78 -15.14-9.27
(2.11)(16.12)(249) (0.17) (2.12) (1.34)
0.110 0.055
(4.70) (1.85)
64 0.399 0.573 0.390 0.513
(8.11) (5.49) (9.03) (6.83) (738)
0.487 0.142-0.5720.690-0.068
(4.65) (1.42) (3.71) (4.91) (0.22)
97 3115
(529） （2.69）
53 0.382 0.672 0.823 0.804 0.840
0.643 0.364 0.653 0.807 0.786 0.820
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一般世帯において世帯主が男子である割合は、全国で20-24歳は76.31%、25-29歳は88.29%、
30-34歳は90.26％、35-39歳は88.86％となっている。20-24歳についてはその低下によるバイ
アスを考盧する必要を認めるが、回帰分析結果に大きな影響を与えるとは考えられない。回
帰係数は安定しており、正常財の仮定どおり正値となっている。
子どもの市場価格は一般に存在しないが、ここでは養育費用に関係する複数の経済変数を
説明変数に加えている。子どもの養育のための機会費用として、 まず、女子賃金についてみ
よう。 『賃金構造基本統計調査報告」の女子平均賃金を時間当たりの機会費用の近似値とし
て説明変数に加えている。消費者物価指数でデフレートした女子平均賃金は1963年から2005
年の間に約4倍に増加している。女子賃金は部分的には世帯所得の増加にも寄与するため、
年齢別出生率に対して部分的には所得効果による正の影響が想定される。しかし、専業主婦
の割合が一定であると仮定すれば、その効果は負になると予想きれる。実際、表3に示され
ているとおり回帰係数は負となっている。
子どもの養育のための機会費用として､次に食費に占める外食割合を説明変数に追加する。
世帯主年齢5歳階級別食費および外食支出は『家計調査年報』に掲載きれている。外食支出
の割合が高ければ、家計内生産における時間の機会費用の高いことが想定され、子どもの養
育のための機会費用も高いものと考えられる6)。回帰分析の結果において回帰係数は負値と
なっている。
子どもの養育のための直接費用の近似値として、該当年次における45-49歳の教育費を15
年前の合計出生率(TFR)で除した値を説明変数に加えている。45-49歳は大学生を子ども
にもつ年齢層に近く、子どもへの教育支出の近似値として「家計調査年報』から便宜的に用
いている。15年前の合計出生率はその年齢層の既往出生児数の近似値として『人口動態年報j
から便宜的に用いている。 15年前の合計出生率を用いているのは、20年あるいはそれ以前の
合計出生率を用いると利用可能なデータが1975年以後に限られるからである。回帰分析結果
をみると、回帰係数は統計的には有意ではないが、負値となっている。
子どもを出生した時点における教育支出はBeckerのいう子どもの質を反映する変数と考
えられる。予想される回帰係数は負値である。教育支出および世帯員数は『家計調査年報』
に掲載されている。年齢別出生率の年齢区分に応じた世帯一人当たりの教育費を説明変数に
加えると、表3の回帰分析結果の回帰係数は正値となっている7)。
失業率と資産増加額は世帯主所得の効果をみる上でコントロール変数として説明変数に加
えている8)。年齢別出生率の年齢区分に応じた失業率は『労働力調査報告』に、金融資産純
増は『家計調査年報』に掲載きれている。 もちろん、失業率が高ければ機会費用が低下する
と想定することも可能である｡回帰係数は正値となっており､機会費用が低下することによっ
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て出生率が増加したという説明も可能となる。
一般に女子の就学年数は養育の機会費用と関係することから出生率に負の効果をもつと考
えられるが、男子の就学年数は世帯主所得との同時性もあり、出生率に与える影響について
は実証的な分析に依拠する9)。男子の年齢5歳階級別平均就学年数は『賃金構造基本統計調
査報告』の年齢別学歴別労働者数から推定している10)。ここで用いているデータの回帰分析
結果において、男子の平均就学年数の回帰係数は正値となっている。
表3経済変数を説明変数とする男子年齢別出生率の回帰分析結果
説明変数
定数項
1
25.47
(7.21)
2
-ll.64
(0.14)
0.000261
（2.46）
-0.720
（3.46）
3
-139.68
(1.91)
0.000235
（2.24）
-0.627
（2.98）
-2.63
（3.29）
-0.00078
(1.11)
4
-70.97
（0.85）
0.000233
（2.24）
-0.586
（2.79）
-2.20
（2.63）
-000097
（1.38）
0.00778
(1.69)
6．33
（337）
-8.1E-05
（0.67）
12.96
（1.72）
75.42
(10.85)
74.66
（5.80）
-3.01
（0.16)
0.894
0.885
144
世帯主所得
女子賃金
食費に占める外食割合
45-49歳の教育費/15年前のTFR -0.00141
(2.01)
0.01154
（2.58）
639
（333）
-0.00011
（0.88）
7．03
（095）
73.69
(10.42)
69.89
（537）
-13.93
（0.73）
0.889
0.880
144
教育費／世帯員数
失業率
資産増加額
平均就学年数
6．43
(3.41)
-9.3E-06
（0.08）
18.98
（2.83）
78.09
(11.46)
84.71
（7.37）
14.35
（0.88）
0.892
0.884
144
25-29歳ダミー 80.95
(16.20）
92.56
(18.52)
23.91
(4.79）
0.773
0.768
144
30-34歳ダミー
35-39歳ダミー
R2
修正済R2
データ数
括弧内はt-統計量の絶対値を示す。
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おわりに
本論では、 日本における男子年齢別出生率を嫡出出生数から算出し、第1にその時系列・
コーホート別にみた特徴を女子のそれと比較して示し、第2に男女別年齢別出生率間の線形
モデルの回帰分析結果からえられる特徴を示し、第3に、経済変数を説明変数とする回帰分
析結果からえられる男子年齢別出生率の特徴を示した。
1960年以後、25-34歳の男子出生率は低下するが、それにともなって35-39歳のそれは増減
を示したり40-44歳のそれが増加したりして、少子化の過程で出生のタイミングの変化によ
り年齢別出生率のパターンに変化が生じていることを示した。利用可能なデータをみる限
り、戦後の出生率低下のトレンドが収まり、年齢別出生率のパターンの変化が生じているの
は1935-40年出生のコーホートからである。1950-55年出生コーホートからは30-34歳の出生
率が25-29歳の出生率を上回るようになる。
年齢別出生率のパターンに変化がみられるものの、女子年齢別出生率を説明する男子年齢
別出生率の組み合わせによる線形モデルは、20-24歳と25-29歳についてはフィットしてい
る。反対に､女子年齢別出生率の線形モデルによって男子年齢別出生率を説明する場合には、
25-29歳と30-34歳についてフィットしている。
経済変数を説明変数とする回帰分析からは、経済理論から予想される経済変数の影響の正
負についてほぼ肯定的な結果がえられた。世帯主所得は出生率に正の効果を示し、子どもの
養育の機会費用に該当する女子賃金および食費に占める外食割合は負の効果を示す。子ども
の養育の直接費用に関しては、間接的な指標として大学生をもつ年齢層の教育費を過去の
TFRで除した値を用いたところ、負の効果が示された。これは、子どもの質に関する負の
効果を示しているとも考えられる。該当年齢の世帯一人当たりの教育費の効果は不明瞭であ
る。コントロール変数として用いている失業率の増加が機会費用の低下を示すものと考える
と、回帰分析結果においてそれは正の効果を示している。
今後、男子年齢別出生率に関する経済学的な実証分析を進めるには、有配偶人口割合を変
数に加えるとともに、時系列および、年齢別のデータ間の分散・共分散の検討と変数間の同
時性について分析する必要がある。
注
↑）本論は、2008年度関西大学在外研究の成果の一部である。研究を進めるにあたって、ミシガン大学の
JohnP.Laitner教授と、鳥取環境大学の西村教子准教授から貴重なコメントをいただいた。
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l)
2）
ミシガン大学図書館所蔵の資料を利用した。
回帰係数の推定値は正値でlよりもあまり大きくないことが予想される。一部の回帰分析結果は参照
のために掲載してある。
表2には示されていないが、 f20-24を説明変数とする単回帰の推定結果は、M30-34=6279+0.877･
f20-24で、修正済みの回帰の決定係数は0.807である。 (12.76)(12.31)
プールされた時系列および年齢別データの分散について、詳細な分析を現在進めている。記述統計を
含めデータの詳細については著者に問い合わせられたい。
例えば、 1年階差モデルの推定では女子賃金の回帰係数が正値となり有意性はほとんどなくなる。世
帯員当たりの教育費は負値となる。
食費に占める外食支出の割合と女子の平均賃金とは高い相関を示す(r=.934)。多重共線性の問題を含ん
でいるが、個々に説明変数に加えても回帰係数は負値となる。
1年階差モデルの推定では負値となる。
回帰モデルの変数間の同時性についても、現在、分析を進めている。
夫婦の組み合わせが教育に関して完全な正の順序列であれば、女子の就学年数と出生数との関係が支
配的になると考えられる。夫婦間で家計内生産と市場労働との分業が選択される場合、必ずしも完全
な正の順序列は保証されない。
該当するコーホートについて、利用可能な25-54歳の平均就学年数の平均を計算している。2001年以後
3）
4）
5）
6）
????
10)
については回帰により予測値を推定している。
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